
単なる受注産業から脱却
印刷会社が目指す第二創業期
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地域経済の疲弊は経営努力だけでは
カバーし切れない。
自社商品開発で思い切った業態転換へ。

地域密着型企業ならではの低迷
　旧森吉町米内沢地区に所在する「米内沢中央印刷」は、
創業64年の地域密着型の印刷所だ。かつては役場や学校
などからの発注が潤沢にあり、また、文芸の盛んな土地柄
から自費出版や同人誌の注文も少なくなかった。最盛期
には森吉町だけで３社の印刷所があり、それぞれに仕事が
行き渡っていた。
　しかし、森吉町は2005年に鷹巣町、合川町、阿仁町と
合併して北秋田市となり、学校の統廃合も進んで、地域
の印刷の仕事は激減した。少子高齢化、人口減少も著
しい。現在は地域の印刷会社は当社１社のみだが、これ
までの受注産業に甘んじた経営では厳しさが増す一方
である。

受注型産業からの脱出を図って
　同社生え抜きの社員であった三浦武さんが二代目社
長として経営を引き継いで今年で９年になる。会社の
存続を模索する中で、奥様の孝子さんから、オリジナル
商品の制作・販売を提案された。具体的には、地域の
自然や行事などで彩った一筆箋の商品化だ。長年印刷
と製本を手がけてきた同社にとって一筆箋の制作自体
は比較的容易なこと。三浦社長は自ら写真も撮るので、
全工程に渡って内製できるのも強みであった。

　しかし、特定の顧客ばかりを相手に営業してきた同社
には、販路開拓のノウハウがなかった。そこで当セン
ターの「秋田県よろず支援拠点」のアドバイスを受け、
「販売促進・売上拡大セミナー」に参加して、新事業で
ある自社製品の販売手法を学んだ。
　一筆箋は現在、「ほっこりふるさと秋田」のシリーズ名で、
県内の各駅や秋田・大館能代の両空港、道の駅、その他
の観光施設など約30ヶ所で販売されている。

専門家の指導を受けて第二創業期へ
　県北中心の販売網から秋田市まで販路を拡大した昨
年、改めて「ビジネス道場」に参加して「マーケティング
のイロハ」も学んだ。
　「印刷業としての実績はあるものの、オリジナル商品
の販売は未体験の領域。プロの先生に一からご指導い
ただくのが早道だと思っています」
　今後も専門家の助言を受けつつ、景況や地域事情に
左右されない企業として第二創業期を迎える意識で、
「一筆箋に限らずノベルティや一般文具市場も視野に入
れた多面的展開、対消費者のみならずB to B、特注品需
要の掘り起こしなどにも積極的に取り組んでいきたい」
と、三浦社長は語る。
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「サン・ボーテ」は、パーツごとにばらして洗浄可能。

内部を清潔に保つことができる。

水素発生装置製造の様子。人の手で1つ 1

つパーツを製造し、組み立てる。

「ファンドが背中を押してくれたおかげ

で挑戦できた」と加賀谷常務。

水素水をどこでも手軽に簡単に
　タレント、モデル、スポーツ選手等が、健康や美容、アンチ
エイジングのために愛飲していることで話題の「水素水」。
　電子機器や医療機器を製造する八森電子デバイスは、
4年前から水素水生成器の製造に着手。当センターの
「あきた企業応援ファンド事業」を利用し、業界初となる
「非接触給電方式」を採用した携帯型水素水生成器
「サン・ボーテ」を開発した。
　直径78mm×高さ235mmと持ち運び可能なサイズで
重さは400g。水を注ぎ電源を入れると約1分で水素水
ができる。塩素除去フィルターを装備し、カルキ臭が苦
手な方にも対応できるようにした。
　水素水は空気に触れたり輸送時の揺れで水素が減少
するが、「サン・ボーテ」ならば作りたてで高濃度の水素
水がいつでも飲める。

旧製品から課題をつかむ
　同社は、東京に本社を置く電機部品メーカー・ミツミ
電機の秋田事業所（潟上市飯田川）の協力工場として
1985年に創業。以来、下請企業として生き残ってきたが
「大手に依存するばかりでは、いずれ立ち行かなくな
る」と、自社製品開発の機会を探っていた。そして4年前、
新たな挑戦として始めたのが携帯型水素水生成器の製

ブームの「水素水」で
飛躍のチャンスをつかむ

株式会社八森電子デバイス

「水素分」ブームに乗って、
生成器を開発。
官民一体で、業界初の製品が誕生。

秋田県北秋田市米内沢字寺の下33-1

TEL.0186-72-3103

FAX.0186-72-5213　

造だった。　
　旧製品は、送電側と受電側の電極を物理的に接触さ
せることで通電を行っていた。しかし、電極部分の金属に
水が付着すると、腐食による接触不良で通電不能を起こ
すクレームが発生した。また、電極部がむき出しの構造
であったため、漏電、感電が生ずる危険もあった。結局、
旧製品は製造中止となり「今後の柱にと考えていただけ
に無念だった」と加賀谷貢常務は振り返る。

性能・安全性が飛躍的に向上
　その後も開発意欲はあったものの費用がネックになっ
ていた。そんな時、「企業応援ファンド」の話を聞いた。ま
た、同じ頃、秋田県産業技術センターが保有する「非接
触給電技術」を知る。これを機に、旧製品を改良し、新製
品として製造・販売する事業を立ち上げた。
　新製品は「非接触給電方式」の採用により、接触不良
の問題を排除。防水性が確保され、安全性、耐久性が飛
躍的に向上した。加賀谷常務は「産業技術センターとの
共同開発による『官民一体』の良いモデルができたと思
う。今後の課題は、販路拡大。秋田発の製品として売り
込みに力を入れたい」と抱負を語る。水素水ブームを追
い風に、新たな一歩を踏み出した。

株式会社
八森電子デバイス
秋田県山本郡八峰町八森字家の上166-2

TEL.0185-77-3383

http://www.shirakami.or.jp/~device-2
受注型の業態から自社商品開発型の業態

へ、業態転換の模索は続く。

社長夫人の女性ならではの柔軟な発想が戦力

になっている。

一筆箋は積極的にバリエーション化も進めて

いる。

センター活用事例
秋田県よろず支援拠点 あきた企業活性化センター／

秋田県よろず支援拠点（018-860-5605）まで。お問い合わせ

秋田県内の中小企業・小規模事業者のための経営相談所として、売上拡大、
経営改善など経営上のあらゆるお悩みの相談に対応します。コーディネーター
を中心とする専門スタッフが適切な解決方法を提案します。

あきた企業活性化センター／
設備貸与・応援ファンド担当（018-860-5702）まで。お問い合わせ

地域資源を活用した県内企業や経営革新の承認を受けた県内企業の新商品開
発等の取組を支援します。センター活用事例

あきた企業
応援ファンド事業
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